
 

佐
渡
汽
船
小
木
・
直
江
津
航
路
運

航
支
援
問
題
が
重
要
な
局
面
を
迎
え

て
い
ま
す
。
６
月
19
日
に
続
い
て
７

月
25
日
、
市
議
会
文
教
経
済
常
任
委

員
会
が
開
か
れ
、
新
船
舶
建
造
を
め

ぐ
る
こ
れ
ま
で
の
経
過
と
方
針
に
つ

い
て
市
側
か
ら
説
明
が
あ
り
ま
し

た
。 

 

こ
れ
ま
で
、
県
と
上
越
市
、
佐
渡

市
、
佐
渡
汽
船
の
４
者
で
構
成
さ
れ

る
協
議
会
で
は
、
小
木
・
直
江
津
航

路
に
関
し
て
は
、
「
中
型
高
速
カ
ー

フ
ェ
リ
ー
の
新
造
船
に
よ
る
１
隻
体

制
に
よ
っ
て
経
営
の
安
定
化
を
図

る
」
「
そ
の
た
め
の
資
金
支
援
を
行

う
」
と
い
う
こ
と
で
合
意
さ
れ
て
い

た
と
報
道
さ
れ
て
い
ま
す
。
と
こ
ろ

が
、
県
は
突
然
、
「
新
造
船
で
は
な

く
経
営
損
益
の
赤
字
補
て
ん
・
イ
ニ

シ
ャ
ル
コ
ス
ト
（
初
期
経
費
）
に
つ

い
て
も
減
価
償
却
費
と
い
う
形
で
支

援
」
と
い
う
方
針
転
換
を
し
て
き
ま

し
た
。 

 

委
員
会
で
は
、
秀
沢
産
業
観
光
部

長
が
こ
れ
ま
で
の
運
航
体
制
検
討
経

過
な
ど
を
報
告
す
る
な
か
で
、
小

木
・
直
江
津
航
路
の
新
た
な
運
航
体

制
に
向
け
た
新
造
船
の
導
入
に
関
し

て
、
佐
渡
汽
船
㈱
が
前
日
、
上
越
市

長
あ
て
に
提
出
し
た
支
援
要
請
文
書

に
つ
い
て
も
説
明
し
ま
し
た
。 

 

そ
れ
に
よ
る
と
、
同
社
が
導
入
す

る
と
し
て
い
る
船
舶
は
、
航
海
時
間

が
片
道
１
０
０
分
以
内
、
速
力
は
約

30
ノ
ッ
ト
以
上
。
搭
載
人
員
は
約
７

０
０
名
。
就
航
時
期
を
平
成
27
年
７

月
と
し
て
い
ま
す
。
船
価
は
上
限
60

億
円
で
す
。 

 

日
本
共
産
党
議
員
団
の
上
野
委
員

は
、
「
佐
渡
航
路
は
国
道
で
あ
り
、

生
活
航
路
と
し
て
も
観
光
航
路
と
し

て
も
極
め
て
重
要
。
し
っ
か
り
と
し

た
支
援
を
行
う
た
め
に
、
協
議
会
で

の
合
意
を
し
っ
か
り
と
行
う
べ
き

だ
。
県
の
突
然
の
方
針
転
換
は
信
頼

関
係
を
損
な
い
、
支
援
に
つ
い
て
も

方
法
が
一
致
し
な
け
れ
ば
航
路
の
安

定
化
に
は
つ
な
が
ら
な
い
」
と
し

て
、
県
の
責
任
の
重
大
性
を
指
摘

し
、
タ
イ
ム
リ
ミ
ッ
ト
の
問
題
も
あ

る
が
、
新
造
船
の
方
向
で
県
と
の
決

着
を
図
る
べ
き
だ
と
主
張
し
ま
し

た
。
ま
た
国
の
支
援
の
拡
充
に
つ
い

て
も
求
め
ま
し
た
。 

 

委
員
会
の
審
査
で
は
、
ほ
と
ん
ど

の
委
員
が
県
の
対
応
を
批
判
し
ま
し

た
。
新
幹
線
開
業
ま
で
に
間
に
合
わ

せ
る
に
は
、
９
月
議
会
で
の
補
正
予

算
対
応
が
必
要
と
い
う
時
間
の
問
題

も
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、
８
月
５
日

の
委
員
会
に
は
、
佐
渡
汽
船
の
小
川

社
長
を
参
考
人
と
し
て
招
致
し
、
議

論
を
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。 

 

 ７月25日の厚生常任委員会では、新ク

リーンセンターの整備事業を、法に基づく

特定事業として選定することに関する調査

が行われました。これは、設計、建設及び

運営を民間企業にそっくり委託するために

必要な手続きです。 

 当局の報告では、①財政負担の軽減を見

込むことができる、②事業の効率化や管理

内容の向上といった質的なメリットがあ

る、③リスクの一部を事業者に負担させる

ことができる、という点を上げ、民間事業

者へそっくり委託するＤＢＯ方式で実施す

るための特定事業に選定したいとのことで

した。 

 平良木議員は、それぞれに次のような質

問を行いましたが、市の答弁はこれまでの

域を出ませんでした。 

① 財政負担の軽減について 

 ＤＢＯ方式では、市が建設のみを発注す

るよりも費用の縮減が期待できるとしてい

るが、建設のみの発注であっても、費用の

精査を行うことで同様の縮減は期待できる

のではないか。 

② 事業効率化や管理内容向上について 

 ｢運営・維持管理期間を通じた適時の補修

等の実施、中長期的な視点での業務内容の

実施、セルフモニタリングの実施等が行わ

れ、維持管理内容の向上が期待できる｣とし

ているが、これは行政こそができる継続的

な管理業務のメリットではないか。 

③ 事業者へのリスク移転について 

 移転できる危険負担(リスク)の表では、

事業者に原因のあるものだけを事業者の負

担としており、一定以上の物価変動や許容

量以上のごみ処理など他の危険負担は全て

市の負担になっている。これでは、実質的

に市がすべての責任を負うようなものであ

り、民間に任せるメリットにはなりえない

のではないか。 

 また、ごみ処理事業を委託する特別目的

会社は、運営が安定していないとたいへん

なことになります。そのため、市ではその

会社の｢財務状況についても監視する必要が

ある｣としています。このことについて、平

良木議員は、監視するだけでなく、万が一

の際には経営上の何らかの介入が必要では

ないか、それはできるのかとただしまし

た。これに対して市は、具体的な介入は困

難であるとの認識を示しました。  
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 実りの秋が近づいてきました。右の

写真は県道新井柿崎線柿崎区江島新田

地内で撮影したものです。 

何でも相談所を開いています 

 市政への要望や生活相談な

どお気軽にご相談下さい。 


